
優れた教師人材の確保に向けた奨学金返還支援の在り方について 

議論のまとめ（案） 

１．教師を取り巻く状況  

〇 学校教育に対する社会の期待や要請を踏まえ、教育内容や教育環境は時代とともに変

化してきたが、どの時代においても、子供の学びを支える教師は公教育の要であり、教

師の質は教育の質に直結する。 

〇 現在の学校現場に目を向けると、特別な支援が必要な児童生徒数や不登校等の児童生

徒数が増加していることをはじめ、学校現場が抱える教育課題は多様化・複雑化してい

る。さらに、一人ひとりの教師には、AI・ビッグデータ・IoT 等の技術革新、グローバ

ル化、少子化・人口減少等の社会の変化や、一人一台端末など子供の学習環境の進化を

踏まえ、より一層、個別最適な学びと協働的な学びの一体的充実や、教科等横断的、探

究的な学習の推進など、これからの時代に社会で活躍するために必要な資質・能力を育

成するための主体的・対話的で深い学びの実現を図っていくことが求められている。 

〇 そのような中、教師人材を巡っては、教師全体の年齢構成の偏りに起因する大量退職

の時期を迎えたことに伴い、新規採用者数が最も採用倍率が高かった時期の 3 倍以上と

なっている状況の下、若年層の教師が増加したこと等による産休・育休取得教員の増加

や、特別支援学級の各教育委員会の見込みを上回る増加等により臨時講師の配置需要が

増加している一方、正規採用者数の増加等により緊急・臨時的な教師需要にも対応でき

る「なり手の厚み」が減少していることを受け、臨時講師の配置を充足できない教師不

足の状況が発生している。 

〇 同時に、上述の大量退職・大量採用に伴い、近年、採用倍率が低下している状況や、

我が国の教師に占める大学院修了者の割合は国際的に比較してかなり低い状況であるこ

とに加え、近年、新規採用者に占める大学院修了者の割合がいずれの学校種においても

さらに低下しているという状況もある。 

〇 今後、大量退職のピークアウトや定年年齢の引上げが段階的に行われることに伴い、

新規採用者数は減少の局面を迎えることが予想されるものの、現在の学校現場が抱える

教育課題の状況を踏まえれば、我が国の国際的に見ても高い水準の学校教育を今後も維

持・充実していくためには、質の高い十分な量の教師人材の確保が必要である。 

資料１－１ 
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〇 優れた人材を教師に得るためには、教職の魅力向上が不可欠であり、そのためには学

校における働き方改革や教師の処遇改善、学校の指導・運営体制の充実、教師の育成支

援を一体的に進めることが重要である。この点については、現在、中央教育審議会初等

中等教育分科会質の高い教師の確保特別部会において議論が行われている。また、喫緊

の課題への対応としての教師人材の量的確保に向けては、各教育委員会における教職の

価値ややりがいの発信、現職以外の教員免許状保有者への研修、採用選考の工夫改善の

促進等により教師のなり手の発掘・確保を強化する取組が重要であり、文部科学省の補

助事業も活用した各教育委員会における積極的な取組が望まれる。 

 

○ こうした優れた教師人材の確保に向けた取組の一環として、政府の「経済財政運営と

改革の基本方針 2023」（令和５年６月 16 日閣議決定）に「奨学金の返還支援に係る速や

かな検討」と記され、上記特別部会が令和５年８月 28 日にまとめた「教師を取り巻く環

境整備について緊急的に取り組むべき施策（提言）～教師の専門性の向上と持続可能な

教育環境の構築を目指して～」においても、奨学金の返還支援に係る速やかな検討を進

める必要がある旨が盛り込まれている。 

これを受け、教員養成部会では、教師になった者に対する奨学金の返還支援の在り方

について、有識者からのヒアリングも行いつつ、議論を行ってきた。以下では、これまで

の議論を整理しつつ、今後の対応の方向性を提起する。 

 

 

２．奨学金返還支援に係るこれまでの経緯  

 

○ 教師人材確保のための奨学金の返還支援の取組については、過去に、昭和 22 年に新学

制が実施され教師需要が増大した一方で、正規の教員免許を有する教師が大幅に不足し

ていた中、全国各地で教員養成大学・学部が発足したものの、当時の大学進学率が未だ

低い情勢の下、十分な数の志願者が集まらなかった状況に対し、大学での正規の教員免

許の取得を促す誘導策として、昭和 28 年から義務教育職に就いたときは、奨学金の全部

又は一部を就職状況等によって免除する制度が開始され、その後、他校種にも拡大しつ

つ実施されていた。 

 

○ しかし、教員採用倍率が改善し教職を希望しながら採用されない者が増加してきたこ

とや、教師を優遇することに関する他職種との公平性、奨学金に充てる資金の効率的運

用といった理由から、平成 10 年度には教育職に係る学部段階の返還免除は廃止され、そ

の後、高度の専門性を持つ教員養成の観点から維持されていた大学院段階の返還免除も

平成 16 年度に廃止された。 
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○ 現在では、独立行政法人日本学生支援機構において大学生等の修学支援として、無利

子奨学金、有利子奨学金のほか、令和２年度から高等教育の修学支援新制度が開始され

ており、一定の要件を満たす学生に対し、授業料等減免に加え、返済不要の給付型奨学

金が支給されている。 

また、平成 16 年度からは、大学院で無利子奨学金の貸与を受けた学生であって、各学

問分野において特に優れた業績を挙げた者を対象とした返還免除制度が実施されている。 

 

○ このほか、近年、複数の自治体において、教師になった者に対する奨学金の返還支援

に取り組む動きも見られ、拡がりつつある。 

 

 

３．教師になった者への奨学金の返還支援の意義・目的  

 

〇 上述のような教師を取り巻く状況とこれまでの経緯を踏まえつつ、返還支援の在り方

を提起する前提として、改めて現在において教師になった者に対して奨学金の返還支援

を行うことの意義・目的を確認しておくことが必要である。 

 

○ この点については、教員養成部会における検討でも活発に議論が交わされたところで

あり、意見を大別すると、現在の学校現場が抱える教育課題やこれからの学校教育の使

命に鑑みて「教職の高度化」につなげることを目指すべきという質の向上の観点と、現

下の教師不足の状況や幅広く多様な人材を教師集団に得ていく重要性に鑑みて「教師志

願者の拡大」につなげることを目指すべきという量的な観点から意見が示された。 

 

○ 教師になった者への奨学金の返還支援は、それぞれの観点で重要な役割を果たし得る

取組であると考えられる。 

 

 

４．返還支援の考え方、在り方  

 

〇 ３．を踏まえ、それぞれの観点の意義・目的を起点として、返還支援の考え方、在り

方を整理し導き出すことが必要である。この検討に当たっては、以下の点を基本的な視

点とした。 
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・優秀な人材に教師になってもらう仕組みとして設計すること。 

・学部・大学院を卒業し教職に就く者をはじめ、教師志望の社会人、現職の教師に対

するリカレント教育も含め、幅広い視点から検討すること。 

・持続的な取組として、長期的にみて最も効果が期待できる形で制度設計すること。 

・現在の教師を取り巻く状況に鑑みて、速やかに実行すること。 

・過去に存在した教育職に対する返還免除制度が廃止された経緯や、現在の大学生等

の修学に対する経済的支援策の充実等の状況の変化を踏まえて検討すること。 

考えるべき点として、例えば、議論の中では次のような点が指摘された。 

 他の職種と比較した際の公平性や整合性 

 大学進学率の上昇や給付型奨学金の導入等の状況の変化 

 現下の教師不足や質の向上等の政策目的に対する政策効果の精査 

 教師としての在職期間等、離職防止に関する仕組みの検討 

 

 

（１）「教職の高度化」（質の向上）の観点から 

 

〇 １．で示したとおり、学校現場が抱える教育課題は多様化・複雑化し、急激な社会の

変化や一人一台端末をはじめとした学習環境の進化等を踏まえた子供たちの新たな学び

への転換にも対応することが必要になっている。 

 

〇 こうした高度化・複雑化する課題状況に的確に対応していくためには、教科や教職に

関する高度な専門的知識や、新たな学びを展開できる実践的指導力を備えた、高度専門

職としての教師人材に相応の能力形成を促していくことが必要であると考える。 

 

〇 例えば、全国各地で設置されている教職大学院では、研究者教員と実務家教員双方か

らの指導や学部新卒学生と現職教員学生による学び合い、学校における実習等が行われ

ており、今後より一層、学校現場の課題状況を踏まえた教育研究の改善・充実の必要が

あるが、教育委員会に対して行った調査では、教職大学院が学校現場や地域の教育課題

への解決・改善に貢献しているとする肯定的な回答は８割超に上り、また、学校現場か

らは、修了者が授業等における教科指導や教材研究、同僚と協働した取組や学校の課題

解決の場面で能力を発揮しているといった声もある。 

 

〇 学部段階における教師養成の上に、さらに、大学院において、自ら課題を設定し、学

校現場における実践とその省察、すなわち理論と実践の往還による学修を通じて、課題

解決に向けた探究的活動を行うという学修を行い、新たな学びへの転換や学校の課題解
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決に向けて協働的に取組み、中核的な役割を担える教師人材を増やしていくことが必要

である。 

 

〇 現状として、日本においては大学院レベルの専門性を持った教師の割合が諸外国に比

べ低く、かつ、近年大学院卒として入職する教師の割合がいずれの学校種においても減

少傾向にある。 

上述のような学校現場の高度化・複雑化する課題状況を前にして、このような状態に

あることについては教育行政の政策課題として捉えるべきであり、改善させていく手立

てを講じる必要があると考える。 

 

〇 これらの状況を踏まえて奨学金の返還支援の在り方を考えると、 「教職の高度化」とい

う質的な観点からは、大学院で高度な学修を行って教職に就く者を返還免除の対象にし

て、大学院レベルでの能力形成に取り組む教師人材を経済的負担の軽減による後押しを

通じて政策的に増やしていくこと、そして、教師の指導の質の向上と高度専門職として

の社会的地位の向上を図っていくことが考えられる。 

 

〇 また、速やかな実行の観点から、現行制度の大学院を対象とした特に優れた業績によ

る返還免除制度を活用することで実現を図ることが考えられる。 

 

〇 このような施策を導入することにより、教員養成系の大学院生の教師志願の意向を強

める効果や、教師を目指すに当たって大学院において学修を深めることを考える者の学

びを後押しする効果が見込まれる。さらに、他の専門分野からの教師を目指す大学院生

の掘り起こしや、教師志望の社会人の大学院での学び直し・免許状取得を促進するなど、

量的確保に資する効果も期待される。 

 

〇 また、教職生活全体を通じて学び続ける教師を支援する観点からは、現職の教師が大

学院で学び直すための支援の充実も重要である。 

この点については、奨学金の返還支援という方策については、収入基準等の条件を伴

う奨学金の貸与が前提となるという仕組み上の限界もあることから、現在の学校現場の

高度化した課題状況とそれに対応するための教職の高度化の必要性について、教師の任

命権者にも十分に認識が共有されることが重要であり、各任命権者による積極的な大学

院派遣研修の実施や入学・授業料支援等の取組の充実も期待される。 
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（２）「教師志願者の拡大」（量的確保）の観点から 

 

〇 「教師志願者の拡大」という量的な観点からは、前述の大学院を対象とした返還免除

を実施することによって大学院生の教師志願者の新たな確保が期待できることに加え、

奨学金の返還支援の対象範囲をできるだけ幅広く捉えて、学部段階の学生等も含めて対

象としていくことが考えられる。 

 

〇 これにより、我が国の未来を創る子供たちの教育を担う教職の重要性を社会的に顕示

することができ、また、教職課程を受講する学生の教師志願の意向を強める効果や、新

規に教職課程を受講する学生を掘り起こす効果が考えられる。 

 

〇 このような、広く教職に就いた者全般に対する奨学金の返還支援を実施するに当たっ

ては、例えば過去に教育職に対する返還免除制度があったところ、同制度が国会審議も

経て廃止された背景や経緯、その後の給付型奨学金の導入等の状況の変化も踏まえ、前

出の論点について教育関係者だけではなく広く国民全体に理解されることが必要となる。

また、現行の日本学生支援機構による奨学金制度においては、学部段階では死亡や心身

の障害による場合を除き、返還を免除する仕組みはないため、この実現にあたっては、

新たな法制度が必要となることにも留意が必要である。 

 

○ このほか、一部の自治体では教師志願者・受験者を確保するため、当該自治体の教師

になった者への奨学金の返還支援に取り組んでいる。 

それぞれの自治体の取組は返還支援の対象範囲等が異なっており様々であるが、この

ような自治体による取組が拡がりを見せつつあり、今後の動向や優れた教師人材の確保

に対する効果を注視していく必要がある。その際、自治体の財政力等による取組の差が

生じる可能性や、国全体としての教師人材の確保拡大にどの程度寄与するのかといった

効果を見極めることが必要であると考えられ、このため、各自治体の実情や取組の状況

を踏まえつつ、国における方策の在り方を検討することが望まれる。 
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４．対応の方向性  

 

（１）基本的な考え方 

 

〇 奨学金の返還支援について、「教職の高度化」につなげることを目指すべきとい

う質の向上の観点と、「教師志願者の拡大」につなげることを目指すべきという量

的な観点のいずれの意義・目的も重要であると考える。 

また、返還支援の仕組みの設計によっては質と量の両方の側面を併せ持つこと

や、教師志願者の量的確保が教師の質の確保・向上にも結び付くと考えるべきであ

ることを踏まえると、これらを二項対立の構造で捉えることは適切ではない。相互

に関連し合うものとして、いずれの観点からも可能性を追究していくことが重要

である。 

 

〇 その上で、１．で記したような現在の教師を取り巻く状況に鑑みて、スピード

感を持って実行に移していくためには、現行制度を活用して出来ることについて

は速やかに具体化を進めながら、更なる充実方策については、引き続き追究して

いくことが重要である。 

 

（２）対応の方向性 

 

〇 （１）の基本的な考え方を踏まえると、現行制度の活用による速やかな実行と

いう観点から、大学院段階を対象とした奨学金の返還免除が考えられるが、教師

という職に求められる高度の専門性及び教師という職へ就くことへの連続性の見

地から、まずは、学校現場への実習等を必修のカリキュラムとしており、総じて

高い教員就職率を維持し続けている教職大学院を修了し教師となった者を中心に

返還免除を実施すべきであると考えられる。 

 

○ 教職大学院を中心に返還免除を行うことにより、教師志望者を大学院レベルの

高度な学修へ誘い、教師の指導の質の向上や高度専門職としての社会的地位の向

上が期待される。 

 

○ 具体的には、現行制度の大学院を対象とした特に優れた業績による返還免除制

度の活用により、採用選考等に合格して正規採用される者を対象にしていくこと

が考えられ、例えば、令和６年度に実施される教員採用選考等の受験者から適用

できるよう速やかに具体化を進めていくことが望まれる。 
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〇 また、教職大学院に加え、高度で多様な専門人材の確保の観点から、教職大学

院以外の大学院を修了し教師となる者も対象に含めていくべきと考える。 

その際、教職大学院以外では教職課程を履修し教員免許状を取得しても必ずし

も教職を目指さない学生も含まれていることにも留意し、教職について理論と実

践を往還させた学修を行い、教職志向が高いと考えられる学生が対象範囲となる

よう検討することが必要である。例えば、学校等での実習を通じて、学校現場での

課題を把握し、その解決に資するような学修に取組んでいること等を条件に設定

することが考えられる。 

 

〇 その上で、さらに、制度改正が必要となる、学部段階の奨学金の返還免除も含

めた支援の更なる充実に向けては、前述の大学院を対象とした返還免除制度の具

体化により得られた成果を生かしつつ、過去の返還免除制度の廃止経緯、各教育

委員会での教師人材確保の状況や取組、高等教育の修学支援の動向、教師として

の在職期間の在り方等の幅広い観点から、引き続き検討を進めていくことが必要

である。 

 

〇 優れた教師人材の確保は、奨学金の返還支援という方策のみをもって達成され

るものではなく、学校における働き方改革や教師の処遇改善、学校の指導・運営

体制の充実、教師の育成支援を一体的に進める中で相乗的に効果を発揮する取組

であり、これらの取組の一体的推進を通じて、教職の魅力向上を図り、優れた教

師人材の確保の好循環を創り出していくことが期待される。 
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